
 

 

 

 

特 集 ▼ コロナ下における勤労者の生活と意識 

35 労 働 調 査 2022.10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          （抜粋） 

 

 

 

 

１．調査の目的 

新型コロナウイルス感染症対応が長期化し未だ

終息の見えない中、全国の保健衛生施設および公

立・公的医療機関は、それぞれの地域において中

心的な役割を果たしてきた。 

保健所や保健センター等、および公立・公的医

療機関で働く職員の労働環境やメンタルヘルスの

実態把握することを目的として、保健衛生職場お

よび医療現場で働く組合員に対しアンケート調査

を行った。 

また、両調査に合わせ、「保健衛生施設調査」

および「医療施設調査」を実施した。 

 

 

２．調査対象 

(1) 自治労加盟の保健衛生施設で働く組合員

（保健所、保健センター、地方衛生研究所等） 

(2) 自治労加盟の医療機関で働く組合員 

 

３．調査方法 

ＷＥＢアンケート。 

 

４．調査期間 

2021年11月24日～2022年1月21日 

 

５．回答状況 

(1) 保健所等職員：40都道府県 1,771件 

(2) 医 療 従 事 者：45都道府県 7,724件 

  

  特 集 

  

 自治労 
 「コロナ禍における保健所等・医療機関で 
      働く組合員の意識・影響調査」 
 

        

４

調査の実施概要 
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「コロナ禍における保健所等・医療機関で 

   働く組合員の意識・影響調査」について 
 

自治労本部 総合政治政策局 衛生医療局長 平山
ひらやま

 春樹
は る き

 

 

新型コロナウイルス感染症対応が長期化し未だ終息の見えない中、自治労に加盟する全国の保健衛

生職場・医療施設やそこで働く組合員は、それぞれの地域において中心的な役割を果たしてきた。保

健所や保健センター・地方衛生研究所等（以下保健所等）や公立・公的医療機関（以下医療機関）で

働く職員の労働環境やメンタルヘルスの実態把握を目的として、2021年11月から2022年１月にアンケ

ート調査を行った。結果をできるだけタイムリーに公表できるようにＷＥＢアンケートを用い独自で

集約を行った。 

保健所等では、2021年１月～12月で最も多かった月の時間外労働をみると過労死ラインとなる80時

間以上は23％、200時間を超える人も約１％いた。最も多かった月は８月と答えた人が最も多く、これ

は第５波の時期で感染者数の増加とほぼ一致している。コロナ前後で増加した業務は「電話対応」が

最も多く、次いで「事務作業」となっており、専門的業務でない業務が増大したことがわかる。コロ

ナ感染拡大の前後で知人や友人と過ごす時間については80％が減ったと回答し、特に40代女性で顕著

であった。うつ症状については36％があると回答し、前年度調査より13ポイント増加している。また

時間外労働を月80時間以上経験している人ではうつ的症状ありが52％となり、長時間労働がうつ的症

状を増加させている。コロナ前からギリギリの人員配置であったことに多大なコロナ対応業務が加わ

り、過労死ラインを超える長時間労働をせざるを得なくなったと考えられる。さらに、先の見えない

長期間の対応となっていることや休暇が取れないことが、現場職員のストレスの原因となっている。

感染拡大期における他部署からの応援体制も不十分であったことから、今後応援体制構築のため連携

が必要で、保健所等では専門職だけでなく事務職を含めた全体の増員が必要である。専門職が本来の

専門性を発揮できるような体制構築が求められる。 

医療現場では、現在の職場を辞めたいと思ったことがあると回答した人が69％（常に辞めたい

12％、しばしば思う21％、たまに思う36％）であった。その理由としては「業務が多忙」が最も多

く、次いで「業務の責任が重い」、「賃金に不満」となっている。自由記載では人員不足や欠勤等によ

る急な勤務変更、コロナ禍で頑張っているのにボーナスが引き下げられたことへの不満があった。差

別・偏見を経験した人は23％で、前年度調査から７ポイント増加している。自由記載では、本人だけ

でなく家族も差別・偏見を経験している内容が寄せられた。うつ的症状ありと回答した人は23％で、

前年度調査より６ポイント増加している。コロナ禍で医療従事者は感染者の対応をすることで自身も

感染するリスクを抱えながらの業務となっている。また、家族に感染させてはいけないとの思いか

ら、家庭内でも家族と距離を置いたりホテルに宿泊するなど、自ら一般の方よりも厳しい自粛や制限

をしている人もいた。最前線でコロナ対応している医療従事者は、業務量と責任、感染リスクに対し

て処遇が見合わないことから正当な評価を求めていく必要がある。 

今回の調査から、コロナ対応を行っている現場の疲弊が数値として把握できた。また自由記載に寄

せられたコメントやヒヤリングにより、本当に厳しい実態が明らかとなった。本調査は第５波後まで

の結果となっている。その後の更なる感染者を出している第６波と第７波は、さらに現場の負担を増

大させていると思われる。コロナ対応は継続しており、現場の労働環境改善につなげるため自治労本

部は省庁や国会へ働きかけを行っていく。 

調査実施組合より 


